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本研究では，高齢化の進むニュータウンの住環境の維持・改善に資する方策検討に向けた基礎的な分析

ツールの開発を念頭に，市場的／非市場的相互作用により発生する近隣小売店の魅力度を内生化した地域

住民の買物目的地選択行動をモデル化した．また，広島市の郊外ニュータウンを対象とした実証分析を行

った．本研究の主な成果は，(1) 周囲からの平均的行動ではなく，集計的行動に影響を受ける形で非市場

的相互作用をモデル化した点，(2)  外生・相関効果を考慮してもなお，内生効果が有意に存在しているこ

とを実証的に示した点，(3) 分析対象地域においては，複数均衡は存在しない可能性が高いことを示した

点にあると考えている． 

 

     Key Words : shopping behavior, newtown, retail attractiveness, social interaction, multiple equilibria 
 

 

1. はじめに 

 

多くのニュータウンでは，商業施設を有する近隣セン

ターが計画的に配置され，住民の生活利便性を高める工

夫がなされている．一方，地区人口の減少，地区周辺へ

の大規模商業施設の進出などに伴い，店舗の維持に必要

な需要が見込めず，撤退に至るケースが散見される．近

隣小売店の撤退は，とりわけ自動車を利用出来ない交通

弱者の生活利便性を著しく低下させる．将来，高齢化に

伴い交通コストが上昇する可能性があることを踏まえれ

ば，現時点において地区外商業施設で買物をする行為は，

将来時点の自らの生活利便性を低下させる可能性がある

という意味において，集合行為のジレンマ[dilemma of 

collective action (Olson, 1965)]の構造を有しているといえよ

う． 

ところで買物施設の需要は，当然のことながら当該施

設の（相対的な）魅力度に依存する．買物施設の魅力度

を規定する要因として，大別して以下の2種類が考えら

れる．1つは，市場的相互作用を通じて形成された魅力

であり，大きな需要が見込まれる地域であるほど，多様

な商品を揃えることが想定される．もう1つは，施設の

賑わいや当該地域・施設への愛着，友人と会うといった，

市場メカニズム以外の要因を通じて形成される魅力であ

る．両者とも，他者の行動結果に依存して決まる魅力で

ある点において，買物客同士の相互作用によって形成さ

れる魅力度といえる． 

比較的広範囲のマクロな買物需給問題を扱う場合，前

者の市場的相互作用が卓越している可能性が高く，市場

均衡を想定した買物需給モデルの適用可能性は高いと考

えられる．一方，特定のニュータウンにおける近隣小売

店の存続可能性の検討や維持方針について議論する場合，

後者の非市場的相互作用の存在を積極的に考慮する必要

があるように思われる．例えば樋野(2002)は，中小規模

の店舗を利用する買物客は，「顔なじみ」や「接客」と
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いったコミュニケーション要素を重要視していることを

指摘している．さらに，人口規模や立地環境が類似した

ニュータウンであっても，あるニュータウンでは賑わい

のある近隣小売店を維持している一方，別のニュータウ

ンでは既に店舗が撤退してしまっているような状況が存

在する．このような，市場メカニズムでは説明できない

要因が近隣小売店の撤退／維持に影響を及ぼす場合，そ

れらの影響を適切に捉え，地区のマネジメントに活かす

ことが望ましい．より積極的には，このような非市場的

相互作用にこそ，上述の集合行為のジレンマを克服する

ための処方箋が隠されている可能性がある． 

そこで本研究では，地区のより良いマネジメントに向

けた基礎分析ツールの開発を念頭に，市場的／非市場的

相互作用により発生する近隣小売店の魅力度を内生化し

た地域住民の買物目的地選択モデルを構築する．また，

広島市郊外の住宅地を対象とした実証分析を行い，社会

的相互作用の影響を定量的に把握する．  

 次章では，関連する既存研究をレビューし，本研究の

位置付けを明確にする．3章では，相互作用を考慮した

買物目的地選択モデルを提案する．4章では，提案モデ

ルの特性を整理する．5章では，実証分析の対象地域及

び使用データを概説する．6章では，提案モデルの推定

結果を示し，考察を加える．7章にて本研究の成果と今

後の課題をまとめる． 

 

 

2. 既往研究のレビュー 

 

(1) 買物難民に関する既往研究 

 近年，上述したような買物難民の問題を扱う研究が数

多く見られる．例えば樋野(2002)は，買物施設へのアク

セスに何を抱える高齢者において食事の欠食率が高くな

ることを示している．崔・鈴木(2012)は，日本及び韓国

のニュータウンを対象に，高齢者の買物行動を分析し，

人口減少下においては，一点集中型の施設配置よりも多

数の施設が分散的に立地する方が望ましいとしている．

ただし，以上の研究は，買物困難者または買物困難地域

の現状を把握することを試みた研究であり，市場的／非

市場的相互作用の存在は考慮されていない． 

市場的相互作用を考慮した初期の研究として，Harris 

and Wilson(1978)の研究が挙げられる．彼らが提案する

モデルでは，消費者の需要に応じて企業は施設規模(床

面積)を変更すると仮定される（具体的には，利潤が正

であれば拡大，負であれば縮小すると仮定）．また，

消費者の需要は床面積に対して収穫逓増になり得るこ

とを考慮した定式化がなされており，買物施設立地の

均衡状態は複数存在し得ることが示されている．国内

においては，山田ら(2013)は，買い物困難地域のための

買物需給モデルを構築し，小売店の撤退行動のモデル

化を試みている． ただし，以上の研究においては，市

場的相互作用のみが考慮された定式化となっており，

施設の賑わいや当該地域・施設への愛着，友人と会う

といった，市場メカニズム以外の要素に起因する相互

作用の記述はなされていない． 

 

(2) 非市場的相互作用のモデル化に関する既往研究 

 非市場的相互作用のモデル化については，Manski 

(1993)の研究を嚆矢として，数多くの研究が蓄積されて

きている．なお，まとまったレビューが福田ら(2004a)に

よりなされているため，ここでは本研究に関連する既往

研究のみレビューする． 

 Manski (1993)は特定の準拠集団内において発生しうる

社会的相互作用の効果を，①内生効果 (endogenous effects)，

②外生効果 (Exogenous effects)，③相関効果 (Correlated ef-

fects)の3つに類型化している．それぞれ，①は集団全体

の行動結果が個人の意思決定に影響を及ぼす状況を，②

は集団全体の属性が個人の意思決定に影響を及ぼす状況

を，③は個人間で類似した属性を有していることが原因

で，準拠集団内の構成員が類似の行動をとる傾向にある

状況を指す． 

ニュータウンでの買物行動を例にとると，内生効果は

「友達が地区内の店舗で買物しているから私もそうしよ

う」といった効果を，外生効果は「地区内住民の多くは

高齢者であり移動制約が高いから地区内の店舗で買物す

る傾向にある」といった効果を，相関効果は「(観測で

きていない要因も含めて)個人属性が類似しているため，

ある特定の地区では地区内買物が多い」といった効果を

意味する．なお，外生効果と相関効果は，我々が観測で

きる個人及び集団の変数に依存して定義されるものと考

えられる．例えば上の例では，高齢者であることは外生

効果として説明しているが，仮に年齢が観測できていな

い場合，その影響は相関効果として捉えざるを得ない． 

 上の3種類の効果のうち，内生効果が存在するかどう

かが最も重要とされる．これは，内生効果が存在する場

合，一部の人々の地区内での買物行動が他の人々の地区

内での買物を誘発する意味において社会的増幅(Social 

multiplier)の性質を有するためである．外生効果及び相関

効果はこのような効果を有していない．ただし，内生効

果を観測データから同定する場合，外生効果及び相関効

果をコントロールしておく必要がある (Manski, 1993)． 

 以上のような非市場的相互作用のモデル化は，理論的

にも実証的にも研究の蓄積がある．理論研究としては，

例えば上田(1991)は，市場的及び非市場的相互作用を通

じた生活機会の増大が人口移動に及ぼす影響を記述する

理論モデルを構築している．奥村ら(1998)は，非市場的

相互作用効果として知識・情報のスピルオーバー効果を
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想定した都市集積の理論モデルを構築している．  

 内生効果の推定を試みた実証分析としては，Fukuda 

and Morichi (2007)による違法駐輪行動，福田ら(2004b)によ

るETC車載器の普及モデル，溝上ら(2013)によるバスト

リガー制導入効果の検証等がある．ただし，これらの研

究においては，外生効果及び相関効果のコントロールが

なされておらず，同定された内生効果の影響の一部が外

生効果・相関効果である可能性が残る．例えばWu et al. 

(2013)は，観光発生行動モデルを例に，内生効果，外生

効果，相関効果の識別を試み，外生・相関効果が考慮さ

れていない場合，内生効果が過大に推計されることを示

している．ただし，Wu et al. (2013)の研究を含め，上述の

研究においては，本来内生性を有するはずの内生効果を

外生変数として扱うことによりパラメータを推定してい

るために，推定結果にバイアスが生じている恐れがある．

また，上述のモデルはいずれもBrock and Durlauf (2001a, 

2001b)が提案している，周囲の「平均的行動」から受け

る影響をモデル化するものでり，本研究で対象とする賑

わいや友人と会うといった周囲の「集計的行動」の影響

を記述するモデルとなっていない． 

 

(3) 本研究の位置付け 

 以上を踏まえ，本研究では，以下の特徴を有する買物

目的地選択モデルを構築する： 

1. 施設の賑わいや当該地域・施設への愛着，友人と会

うといった非市場的相互作用の考慮 

2. 周囲の「平均的行動」ではなく「集計的行動」の影

響を想定した社会的相互作用モデルの構築 

3. 内生効果と外生・相関効果を峻別した上でのパラメ

ータ推定 

 

 

3. 買物目的地選択モデルの構築 

 

(1)  買物目的地選択行動の定式化 

 個人݅が地域݆において買物する確率 ௜ܲ௝を以下のロジ

ット型の離散選択モデルにより表現する． 

 ௜ܲ௝ ൌ
ୣ୶୮൫௏೔ೕ൯

∑ ୣ୶୮ቀ௏೔ೕᇲቁೕᇲ
 (1) 

 ௜ܸ௝ ൌ ߛ ௝ܵ ൅ βx୧୨ ൅  ௝ (2)ߙ

ここで， ௜ܸ௝は個人݅が地域݆での買物から得られる効用の

確定項，ߛ, β, ，௝は未知パラメータߙ ௝ܵは地域݆の買物魅

力度を表す変数，x୧୨は個人݅の地域݆へのアクセシビリテ

ィ等の説明変数ベクトルである． 

 買物魅力度 ௝ܵは，上述したように，他者との市場的／

非市場的相互作用の結果として決まるため，当該地域の

買物需要に依存する．そこで本研究では， ௝ܵを当該地域

の買物需要ܦ௝の関数として，以下のように定義する． 

 ௝ܵ ൌ ݂൫ܦ௝൯ (3)	
なお，このような定式化は，上田(1991)でみられる定式

化と同一のものである．また，分析対象地域全体の総買

物需要をܦ ൌ ∑ ܴܶ௜௜ (ܴܶ௜ : 個人݅の買物トリップ頻度)と

すると，地域݆の買物需要ܦ௝は以下のように定式化され

る． 

௝ܦ  ൌ ∑ ܴܶ௜ ∙ ௜ܲ௝௜  (4)	
ここで，ܦ ൌ ∑ ௝௝ܦ である．以上の仮定のもとでは，買

物需要関数(4)式と施設魅力度関数(3)式が同時に成立す

る均衡解は，以下の買物需要ܦ௝の不動点問題の解に等

しい． 

௝ܦ  ൌ ∑ ܴܶ௜
௘௫௣	൫ఊ௙൫஽ೕ൯ାஒ୶౟ౠାఈೕ൯

∑ ௘௫௣	൫ఊ௙൫஽ೕᇲ൯ାஒ୶౟ౠᇲାఈೕᇲ൯ೕᇲ
௜  (5)	

なお，本研究では，買物トリップ頻度は全個人で一定，

すなわち，ܦ௝ ൌ ∑ ܴܶ௜ ∙ ௜ܲ௝௜ ൌ ܦ ∙ ఫܲഥとして実証分析を進

めるが，本条件は，買物トリップ発生モデルの構築によ

り緩和することが可能である．  

 

(2) 本研究で置く仮定 

式(5)の不動点問題を解くことにより，市場的／非市

場的相互作用を考慮したモデルを同定できるが，選択肢

が3つ以上に及ぶ場合，解の挙動は極めて複雑になり，

数値的に解かざるを得ない場合が多い（例えばHarris and 

Wilson, 1978; Brock and Durlauf, 2001a&2001b; 大澤ら, 2014）． 

本研究の関心は，地区内買物施設の利用行動をモデル

化する点にある．そこで本研究では，以下に示す仮定を

設けることにより， (1) 解析的に均衡解を示し，また，

(2) 実データを用いた実証分析を可能にする．具体的に

は，[仮定1] 買物目的地選択肢集合として，地区内／地

区外の２つのみを有する，[仮定2] 地区内居住者のみ地

区内施設で買物を行う，と仮定する．仮定1は解析的に

均衡解を導出するために重要な仮定であり，仮定2は，

地区内居住者の行動データのみで実証分析を可能とする

ために必要な仮定といえる． 

加えて，本実証分析では，買物魅力度と買物需要が線

形の関係 ௝ܵ ൌ ሺ݇	௝ܦ݇ ൒ 0ሻにあると仮定する．以上の仮

定のもとでは，地区݉に居住する個人݅の地区内買物施

設(݆ ൌ 1 )における買物遂行確率は，以下のように定義

される． 

 ௜ܲ௠ଵ ൌ
௘ംೖವ೘భశಊ౮౟ౣభశഀభ

௘ംೖವ೘భశಊ౮౟ౣభశഀభା௘ംೖሺವషವ೘భሻశಊ౮౟ౣమ (6)	

なお，ሾ仮定2ሿより，地区内施設の買物需要は地区内住

民の総買物需要ܴܶ௠ଵሺൌ ∑ ܴܶ௜ሻ௜∈௠ にのみ依存するため，

௠ଵܦ ൌ ܴܶ௠ଵ തܲ௠ଵとなる．	

	

(3) 均衡方程式の導出 

 以上の仮定のもとで導出される均衡解の性質は，

Brock and Durlauf (2001a, 2001b)が示している均衡解の性質
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と極めて類似したものとなる．具体的には，߱௜௠を地区

݉に在住する個人݅の選択結果を示す2項変数とし，地区

内買物施設を選択した場合1，地区外買物施設を選択し

た場合-1の値をとるとすると（すなわち，߱௜௠ ൌ

2 ௜ܲ௠ଵ െ 1），߱௜௠の期待値は， 

ሾ߱௜௠ሿܧ ൌ
௘೓೔೘శംೖವ೘భ

௘೓೔೘శംೖವ೘భା௘ష൫೓೔೘శംೖವ೘భ൯
െ

௘ష൫೓೔೘శംೖವ೘భ൯

௘೓೔೘శംೖವ೘భା௘ష൫೓೔೘శംೖವ೘భ൯	

 													 ൌ tanh ቀ
ሺஒ୶౟ౣభାఈభሻିሺఊ௞஽ାஒ୶౟ౣమሻ

ଶ
൅ ଵ௠ቁܦ݇ߛ   (7) 

				where，݄௜௠ ൌ
ሺβx୧୫ଵ ൅ ଵሻߙ െ ሺܦ݇ߛ ൅ βx୧୫ଶሻ

2 	

となる．また，߱௜௠ ൌ 2 ௜ܲ௠ଵ െ 1より，ܦ௠ଵは， 

௠ଵܦ  ൌ ܴܶ௠ଵ തܲ௠ଵ ൌ 1 2⁄ ܴܶ௠ଵ ൅ 1 2⁄ ܴܶ௠ଵܧሾ߱௜ሿ (8)	
であるから， 

ሾ߱௜௠ሿܧ ൌ ݄݊ܽݐ ቀ
ሺஒሺ୶౟ౣభି୶౟ౣమሻାఈభିఊ௞஽ାఊ௞்ோ೘భ

ଶ
	൅

ఊ

ଶ
ܴ݇ܶ௠ଵܧሾ߱௜௠ሿቁ (9)	

となる．さらに，ߚଵと݇，及び，ߙଵとܦ݇ߛは識別不可能

であるから，ߛ′ ൌ ᇱߙ ,݇ߛ ൌ ଵߙ െ とおくと，最終的ܦ′ߛ	

に以下の均衡方程式が導出される． 

߱௠∗ ൌ ݄݊ܽݐ ቀ
ሺஒሺ୶౟ౣభି୶౟ౣమሻାఈ

ᇲାఊᇱ்ோ೘భ

ଶ
	൅

ఊᇱ

ଶ
ܴܶ௠ଵ߱௠∗ ቁ (10)	

 

(4) 外生・相関効果の考慮 

以上の定式化においては，外生・相関効果を考慮出来

ていたないため，内生効果を過大推計する恐れがある．

そこで本研究では，定数項ߙᇱを地区間の差異を表現す

るランダム変数ߙ௠~ܰሺߙଵ, ଶሻに置き換え，居住地݉にߪ

居住する個人݅の地区内での買物遂行確率を以下のよう

に再定義する： 

 ௜ܲ௠ଵ ൌ
௘ംᇲ೅ೃ೘భ∙ುഥభశಊ౮౟ౣభశഀ೘

௘ംᇲ೅ೃ೘భ∙ುഥభశಊ౮౟ౣభశഀ೘ା௘షംᇲ೅ೃ೘భ∙ುഥభశಊ౮౟ౣమ (11)	

 以上の定式化により，外生・相関効果を制御した上で

内生効果を推定できる (Wu et al., 2013)． 

 

(5) モデルの推定方法 

モデルの推定にあたっては，本研究では以下に示す

NFXP(Nested Fixed Point)法 (Rust, 1987)を用いる． 

1. 選択確率の初期値 ௜ܲ௝
ሺ଴ሻ

として観測値を与え，パラメ

ータθሺଵሻを推定する． 

2. パラメータが収束するまで以下の計算を繰り返す． 

(a) Inner fixed point algorithm:  

  パラメータθሺ௞ሻから選択確率 ௜ܲ௝
ሺ௞ሻ

を求める 

(b) Outer hill climbing algorithm:  

  選択確率 ௜ܲ௝
ሺ௞ሻ

を所与とし，	θሺ௞ାଵሻを推定する 

なお，ランダム変数を考慮する場合 (ߙଵߙ௠とする場

合)，推定結果をもとにߙ௠の縮約推定量ߙ෤௠  (individual 

parameterとも呼ばれる(Train, 2003))を計算し，ステップ

2(a)の選択確率の計算に用いる．  

 

4. 提案モデルの特性 

 

提案モデルの興味深い点は，Brock and Durlauf (2001a, 

2001b)のモデルとは異なり，周囲の集計的行動の影響を

考慮しているため，地区内人口規模が均衡解の挙動に影

響を与える点にある．具体的には，内生効果の大きさが

準拠集団の規模に依存するモデル構造となっている．以

下では，まず均衡解の挙動をBrock and Durlauf (2001a, 

2001b)を参考に解析的に整理した後，仮想的にパラメー

タを与え解の挙動を確認する． 

 

(1)  均衡解の挙動 

ܣ ൌ
ሺஒሺ୶౟ౣభି୶౟ౣమሻାఈ

ᇲାఊᇱ்ோ೘భ

ଶ ܤ , ൌ
ఊᇱ

ଶ
ܴܶ௠ଵとおくと，均

衡解の挙動は以下のように分類できる(Brock and Durlauf, 

2001a&2001b)： 

ܤ .1 ൏ 1ならば，1つの均衡解が存在 

ܤ .2 ൐ 1かつܣ ൌ 0ならば，3つの均衡解が存在 

ܤ .3 ൐ 1かつܣ ് 0ならば，閾値ܪが存在し，それに対

してさらに， 

(a) |ܣ| ൏  ならば，3つの均衡解が存在ܪ

(b) |ܣ| ൌ  ならば，2つの均衡解が存在ܪ

(c) |ܣ| ൐  ならば，1つの均衡解が存在ܪ

上の分類より，地区住民の総会物需要ܴܶ௠ଵが2/ߛ′よ

りも大きい場合，複数均衡が出現する可能性があること

が確認できる． 実際，以下の数値計算例でみるように，

均衡解の挙動は地区の規模に大きく依存する点が提案モ

デルの特徴である． 

 

(2) 数値計算例 

 提案したモデルの挙動を仮想的にパラメータを設定し

て確認する．具体的には，ݔ௜௠ଵ, ݔ௜௠ଶをそれぞれの地域

への一般化交通費用，ߚ ൌ െ0.1, ߙᇱ ൌ െ3.0, ߛᇱ ൌ 0.9，

各個人の平均買物トリップ頻度を3(従って地区内住民の

買物総需要ܴܶ௠ଵは地区内人口数×3)と仮定した場合の均

衡解の挙動を図-1に示す．なお、地区外への交通コスト

 ．௜௠ଶは1,200円に固定しているݔ

 図より，上記パラメータ設定下における均衡解の挙動

は，地区内交通費用だけでなく，地区人口に大きく依存

していることが確認できる．具体的には，地区人口が

6,000人のとき，地区内交通費用を100円まで低下させた

としても地区内での買物客の増加は限定的である一方，

地区人口が倍の12,000人のとき，地区交通費用に依らず

極めて高い確率で地区内の買物施設で買物が行われる．

また，地区人口が9,000人のとき，地区交通費用を低く

設定すれば地区内で多くの買物需要が見込める一方，地

区内での交通費用が高い場合，低位均衡（2つ存在する

安定均衡のうち，選択比率の低い均衡点）に陥ってしま
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う可能性が確認できる． 

なお，以上にみた均衡解のパターンは，買物客間の相

互作用の影響（ߛᇱ）が大きく，他の買物客の買物行動が

当該施設の魅力度を高める作用を持つ場合にのみ生じる．

このような影響が実際に存在するかどうかについて，次

章以降の実証分析により確認する． 

 

 

5. データ及び対象地域 

 

 本研究では，広島市郊外に点在するニュータウンを実

証分析の対象とする．具体的には，図-2及び表-1に示す

近隣小売店を地区内に抱える10の郊外ニュータウンを対

象に分析を進める． 実証分析では，2008年に実施され

た広島市交通実態調査データを用いる．本調査は，1日

の交通行動を把握するために実施された交通日誌調査で

あり，計37,253票(抽出率約3.4%)が回収されている．な

お，居住地情報がゾーンCの空間解像度のみ利用可能で

あったため，幾つかのニュータウンでは本来のニュータ

ウンだけでなく周辺地域を含んでいる点に注意する必要

がある． 

 対象とする10のニュータウン間で買物トリップ特性に

幾つか顕著な違いが確認できる．第一に，人口規模が大

きなニュータウンにおいて，地区内での買物比率が高く

なっていることが確認できる．また，地区外を発地とす

る場合であっても，居住地区に戻ってから買物する傾向

にあることが確認できる．さらに，図-3より，地区内買

物頻度が高い地域ほど，総買物頻度が高くなっているこ

とが分かる．このことは，比較的魅力度の高い買物施設

を地区内に有する場合，地区内の買物施設を選択すると

いう目的地の選択だけでなく，買物頻度の増加につなが

る可能性を示唆している． 

 なお，当然のことながら，ニュータウンの空間の取り

方に依って分析結果は異なるため，本研究では商業施設

数の対数を説明変数に加えることでAggregate alternativeの

問題に対処する (BenAkiba and Lerman, 1985)． 

 

 

6. 推定結果及び考察 

 

(1) 交通コストの算出 

 交通コストを算出するため，まず，買物トリップのみ

 地区内一般化交通費用:100円 地区内一般化交通費用: 300円 地区内一般化交通費用: 600円 

地区人口 
6,000人 

 

地区人口 
9,000人 

 

地区人口 
12,000人 

 

注) :安定均衡点， :不安定均衡点 

図-1 地区人口の変化，地区内一般化交通費用の変化に伴う均衡解の変化 
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を抽出し，買

選択モデルを

結果を用いて

クセシビリテ

区内それぞれ

体的には，以

出する： 

௜௠ܿܿܣ 

ここで，߬̂は

b෠୬も同様に表

む）．また，

であり，利用

  

あさひが丘 

美鈴が丘 

五月が丘 

藤の木 

向洋 

井口台・井

山田新町・

矢野 

高陽 

高陽第一 

計 

 

 

買物時の多項ロ

を構築した．推

て，地区内・地

ティ（期待最小

れの効用関数の

以下の計算式に

௠௝ ൌ
ଵ

ఛො
lnൣ∑ସ

௡ୀ

は表-2内の費用

表-2の各パラ

௜௡は各交通ߜ

用可能な場合1

丘

井口鈴が台 

鈴が峰 

ロジットモデ

推定結果を表

地区外施設へ

小費用）を算

の説明変数と

により，アク

௜௡exp൫b෠୬zୀଵߜ

用のパラメータ

メータの推定

通手段の利用可

1，そうでない

表

地区人口 
総

ル

8,155 
10,086 
6,925 
4,948 
14,847 
22,544 
11,886 
18,617 
39,423 
20,437 

157,868 

ルにより交通

表-2に示す．本

のログサム型

出し，地区外

して導入する

セシビリティ

z୧୫୬൯൧ 

タ推定値であ

定値である（߬̂

可能性を示す

い場合0をとる

表-1 各ニュータ

総サンプ

ル数(人) 
一人

あた

物頻

312 0.
447 0.
259 0.
143 0.
485 0.
728 0
408 0.
656 0.

1,394 0.
788 0

5,620 0.

図-2 対象地域

6

通手段

本推定

型のア

外／地

る．具

ィを算

(12)	

あり，

߬̂も含

す変数

るダミ

ー変
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0
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0

0

0

0
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日

）

タウンにおける

発地＝地区内

人一日

たり買

頻度 

地区内

の買物

率（％

.154 39.5

.125 23.2

.112 34.4

.077 18.1

.132 28.1
0.14 50.9
.135 21.8
.122 28.7
.197 71.1
0.19 52.6

.155 48.6

域（広島市郊外

変数である．

図-3 地

0.150
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0.230
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0.270

0.290

0.310

0.050

地

る買物トリップ頻

発地

内で

物比

％）

一人一

あたり

物頻度

58 0.115
21 0.143
48 0.089
18 0.154
13 0.093
98 0.109
82 0.135
75 0.105
17 0.088
67 0.086

68 0.104

外ニュータウン）

区内買物頻度と

0.100 0.

区内買物発生頻

頻度

地＝地区外 

日

買

地区内で

の買物比

率（％） 

11.11 
4.69 
13.04 

0 
4.44 
24.05 
3.64 
15.94 
31.71 
26.47 

17.29 

） 

と総買物頻度の

y = 0.5666x 
R² = 0.5

.150 0.20

頻度（人／日）

合

で

比

一人一日

あたり買

物頻度 

0.269 
0.268 
0.201 
0.231 
0.225 
0.249 
0.27 
0.227 
0.285 
0.277 

0.259 

 

関係 

+ 0.1716
5264

00 0.250

合計 

地区内で

の買物比

率（％） 

27.38 
13.33 

25 
6.06 
18.35 
39.23 
12.73 
22.82 
58.94 
44.5 

36.06 
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 LOS変数z୧୫୬は，地区内施設へのアクセシビリティ

௜௠ଵܿܿܣ） ）と地区外施設へのアクセシビリティ

それぞれ以下に示す方法で計算した．具，（௜௠ଶܿܿܣ）

体的には，まず，地区内施設へのアクセシビリティにつ

いては，地区内を50mメッシュに区切り，メッシュ毎に

(1) メッシュ人口，(2) 自動車による所要時間・費用，(3) 

公共交通による所要時間・費用，(4) 自転車による所要

時間，(5) 徒歩による所要時間のデータを整備し，各交

通手段のLOS変数の地区内人口の重み付け平均値を算出

し，これらの平均値をz୧୫୬として代入し，ܿܿܣ௜௠ଵを計

算した．なお，公共交通を用いた場合のLOS変数はナビ

タイムジャパンの検索エンジンから得たデータ(高田ら, 

2013)を，それ以外のLOS水準については，ESRI社の道路

網データを用いて算出している． 

次に，地区外の施設へのアクセシビリティに関して，

地区外の買物施設を利用した個人については，実際の買

物施設の立地ゾーンを特定し，当該ゾーンまでの各交通

手段のLOS変数をz୧୫୬として代入し，ܿܿܣ௜௠ଶを計算した．

地区外の買物施設を利用していない個人については，同

地区に居住する個人で，地区外買い物施設を利用した場

合のܿܿܣ௜௠ଶの平均値を代入した．ただし，自動車を利

用できる個人とそうでない個人に分類して算出すること

で，交通手段の利用可能性を考慮したܿܿܣ௜௠ଶを算出し

ている． 

 

(2) 買物目的地選択モデルの推定結果 

 買物目的地選択モデルの推定結果を表-3に示す．本実

証分析では，(1) 社会的相互作用項無し，(2)  内生効果の

み考慮，(3) 外生・相関効果のみ考慮，(4) 内生効果，外

生・相関効果の両者を考慮した，計4つのモデルを推定

した．AICの比較結果より，買物目的地選択行動におい

て社会的相互作用の影響が存在していること，また，そ

の効果は外生・相関効果ではなく内生効果であることが

確認された．また，買物魅力度ߛ′の推定値は，1.014E-04

であることから，地区住民の総会物需要ܴܶ௠ଵが2/

を超える場合，複数均衡が生じ[トリップ／日]19,724=′ߛ

る可能性がある．ただし，今回の場合，最も総買物需要

が多い高陽ニュータウンにおいても11,236[トリップ／

日] (= 39,423人×0.285[トリップ／人・日])であり，複数均

衡が生じているニュータウンは存在していないことが確

認された．なお，複数均衡が生じない場合，式(5)で定

義されるような，社会的相互作用項を組み込んだ(選択

肢を2つに限定しない)一般的な買物目的地選択モデルで

あっても，解析的に明確なモデル構築が可能である． 

 なお，このことは社会的相互作用の効果が存在しない

ことを意味しているわけではないことに注意する必要が

ある．社会的相互作用を通じた買物目的地選択への影響

は無視できないこと，ただし，その影響の大きさは複数

均衡が出現するほど大きいわけではないこと，が本実証

分析から得られた主な知見である． 

表-2 交通手段選択モデルの推定結果 
  推定値 t値 

定数項(自動車) 0.822 7.21

定数項(自転車) 0.887 6.25

定数項(徒歩) 2.518 14.20

所要時間[分] (自動車・公共交通) -0.056 -10.81

所要時間[分] (自転車・徒歩) -0.172 -18.29

費用[100円] (自動車・公共交通) -0.118 -2.41

初期尤度 -4822.7 

最終尤度 -3506.5 

修正済 ρ2 0.272 

サンプル数 4,886 

 

表-3 買物目的地選択モデルの推定結果 
  社会的 

相互作用項無し 
内生効果 外生・相関効果 

内生効果， 
外生・相関効果 

 推定値 t-値  推定値 t-値  推定値 t-値   推定値 t-値  
定数項ߙᇱ 4.585 8.22 ** 1.068 1.03  3.901 4.10 ** 1.066 1.03  

アクセシビリティ(期待最小費用) -0.019 -1.98 * -0.018 -1.81 + -0.017 -1.68 + -0.018 -1.81 + 
30歳以下ダミー -0.600 -1.78 + -0.598 -1.75 + -0.623 -1.83 + -0.598 -1.75 + 
65歳以上ダミー -0.035 -0.20  0.057 0.31  0.007 0.04   0.057 0.31  
男性ダミー -0.202 -1.06  -0.271 -1.39  -0.250 -1.28   -0.271 -1.39  
専業主婦ダミー -0.293 -1.47  -0.302 -1.50  -0.281 -1.39   -0.302 -1.50  
無職ダミー -0.249 -1.12  -0.301 -1.34  -0.260 -1.14   -0.301 -1.34  
ln(地区内商業施設数) 0.960 9.25 ** 0.356 1.96 * 0.824 4.69 ** 0.355 1.96 * 
内生効果        
買物魅力度1.014   ′ߛE-04 3.93 **   1.015 E-04 3.94 **
外生／相関効果        

地区間非観測異質性ߪଶ    0.095 [7.96] ** 3.2.E-15  [0]  

サンプル数 864  864  864   864  
初期対数尤度 -598.88  -598.88  -598.88   -598.88  
最終対数尤度 -546.40  -538.51  -542.42   -538.51  
AIC 1108.80  1097.03  1102.84   1099.03   
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7. おわりに 

 

 本研究では，高齢化の進むニュータウンの住環境の維

持・改善に資する方策検討に向けた基礎的な分析ツール

の開発を念頭に，市場的／非市場的相互作用により発生

する近隣小売店の魅力度を内生化した地域住民の買物目

的地選択行動をモデル化した．また，広島市の郊外ニュ

ータウンを対象とした実証分析を行った．本研究の主な

成果は，(1) 周囲からの平均的行動ではなく，集計的行

動に影響を受ける形で非市場的相互作用をモデル化した

点，(2)  外生・相関効果を考慮してもなお，内生効果が

有意に存在していることを確認した点，(3) 対象とした

地域においては，複数均衡が生じるほどの強い相互作用

が観測されなかった点である． 

 非市場的相互作用は，市場的相互作用と比べ，当該地

域のボトムアップ的な活動によりある程度コントロール

できる可能性がある．また，ミクロな視点からは地区内

のローカルな規範や価値観，他者との関係性に，マクロ

な視点からは地区コミュニティのガバナンスの問題とし

て非市場的相互作用を捉えることができる．発表時には

この点を踏まえた議論を展開出来ればと考えている． 
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